
ボルト接合部滑りを考慮した送電用鉄塔の地震時部材軸力評価 

 

電力中央研究所 正会員 ○高畠 大輔 

 

１．はじめに 

送電用鉄塔の部材接合部は，せん断接合のボルト継

手が多用されており，大規模地震に対してはボルト接

合部滑りによる減衰効果が期待でき，その効果を付加

的な減衰（等価減衰定数）により評価する方法が提案

されている[1][2]．この方法では，接合部滑りを無視した

解析で接合部滑りの影響を考慮でき，簡易的な方法で

ある一方，鉄塔全体で一律の減衰を与えるため，パネ

ル毎に異なる減衰効果[2]の影響を無視することになる． 

本研究ではパネル毎に減衰効果を考慮することを念

頭に，接合部滑りが部材軸力に及ぼす影響に着目して

いる．本稿では，山形鋼鉄塔の地震応答解析により，

接合部滑りが及ぼす影響をパネル毎に評価した． 

２．地震応答解析の方法 

解析モデルは，図 1 に示す標準的な 66kV 山形鋼鉄塔

（塔高 28.5m，根開き 4.72m，パネル数 17）で，部材は

3 次元はり要素でモデル化した．架渉線は質量のみを考

慮し，架渉線支持部に質量要素でモデル化した．接合

部を含む要素は，(1)接合部滑りを考慮するためのトラ

ス要素，(2)軸力以外を伝達するはり要素の二重要素で

モデル化し，トラス要素に接合部滑りの構成則を与え

た[3]．接合部滑りを考慮する接合部は，主柱材同士の継

手部（主柱材継手部）と主柱材-腹材の継手部である．

図 1 に主柱材継手部の位置と使用されるボルト，本数

を示す．なお，主柱材-腹材の継手部で使用されるボル

トは全て M16 で，その本数は 2 本（2-11 パネル）また

は 1 本（それ以外のパネル）である． 

接合部滑りの構成則は滑り強度やボルトクリアラン

スにより定められる．滑り強度 Nsは，締付けトルク T，

トルク係数 K，ボルト径 D，ボルト本数 n や接合部の摩

擦係数μ（鉄塔部材やボルトは溶融亜鉛めっき処理が

施されている）を用いて，𝑁௦ ൌ 𝑛
்

௄஽
𝜇で計算される．本

稿では表 1 の値を用いて滑り強度（M16：12.6kN，M20：

24.0kN）を設定し，クリアランスは公称値（1.5mm）と

した．なお，減衰は剛性比例型とし，1 次固有振動数に

対して 1%とした．また，解析には汎用有限要素解析コ

ード Abaqus を用いた． 

地震応答解析では 4 脚基礎部を完全固定とし，4 脚基

礎部に同一の加速度波形を与えた．加速度波形は人工

地震波とし，道路橋示方書のレベル 2 地震動（タイプ

Ⅱ）におけるⅠ種，Ⅱ種，Ⅲ種地盤の標準波形[7] （以

下，道示波形）を用いた．図 2 に加速度応答スペクト

ル（減衰 5%）と，対象鉄塔の 1 次固有周期を示す．な

お，地盤種別毎に 3 つの標準波形があり，同図には各

地盤につき 1 波形のみ示している．地震応答解析では，

各標準波形について加速度振幅を元波形の 0.25～2.0 倍

（0.25 倍刻み）に調整した波形を用いており，合計 3
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表 1 滑り強度算定に用いた係数 

ボルト T [N*m][4] K[5] D [mm]  
M16 75.0  0.146 16 0.4 
M20 170.0 0.138 20 0.4 

 

図 1 解析モデル 

 

図 2 道示波形の加速度応答スペクトル（減衰 5%） 
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×3×8=72 波形に対する

解析を実施した． 

接合部滑りが及ぼす

影響を評価するため，1

波形について接合部滑りを無視した条件と考慮した条

件で時刻歴応答解析を実施した．解析ではいずれの条

件においてもパネル毎に主柱材の軸力の最大値を計算

し，接合部滑りを考慮した条件での軸力の最大値

N1_max_i（i はパネル番号）を，無視した条件での軸力の

最大値 N0_max_iで割った値として軸力比 Nratio_i（=N1_max_i

／N0_max_i）を定義した．軸力比は 1 波形に対して，パネ

ル数（17）だけ算出されることになる．なお，N1_max_i

になる時刻と N0_max_i になる時刻は，必ずしも等しくな

らない． 

本稿で入力波形の指標として応答加速度を用いた．

具体的には，接合部滑りを無視した条件での解析で，

鉄塔頂部の応答加速度を計算し，その最大値（以下，

頂部加速度）を入力波形の指標とした． 

３．地震応答解析結果 

波形毎に各パネルの軸力比を算出し，軸力比の高さ

方向分布に着目する．図 3 に頂部加速度が 5000Gal 以上

となる波形（72 波形中 25 波形，黒線）における分布を

示す．波形毎に軸力比は異なるが，分布形状は類似し

ている．また，既往研究[2]と同様に軸力比はパネル毎に

異なっているが，9 番パネル以下（最下段腕金より下）

では，軸力比は概ね一定となる．また，2 番パネル（最

上段腕金を含むパネル）で軸力比が最大となる． 

次に図 3 にⅠ種地盤の標準波形を代表して，その入

力波形の加速度倍率が 0.5（赤），1.0（青），1.5（水色），

2.0 倍（ピンク）の分布を併記する．頂部加速度が小さ

い波形では，接合部滑りが発生せず，全体にわたり軸

力比が 1.0 となる．接合部滑りが発生する波形（加速度

倍率 1.0 倍以上）では，頂部加速度が大きい波

形ほど軸力比は小さくなるが，分布形状は頂部

加速度の大きさによらず類似している． 

最後に頂部加速度と軸力比の関係を図 4 で

比較する．同図では各波形に対し，2 番パネル

の軸力比（Nratio_2）と，9 番パネル以下での最

大軸力比（Max (Nratio_i),i=9-17）を計算し，頂

部加速度との関係をプロットした．いずれの軸

力比も頂部加速度の増加にともない減少し，さ

らに2番パネルの軸力比と9番パネル以下での

最大軸力比の差が大きくなる． 

４．まとめ 

本稿ではボルト接合部滑りによる影響を評価するた

め軸力比を定義し，地震応答解析によりパネル毎の軸

力比の違いを分析した．対象とした 66kV 山形鋼鉄塔で

は，最下段腕金より下側では軸力比がほぼ一定となる

が，それより上側では一定とならず，最上段腕金で極

大となることが示された．また，軸力比のパネル毎の

差異は，入力波形の加速度の増加にともない大きくな

ることから，今後，軸力比を用いて接合部滑りを考慮

した部材軸力を評価するにあたっては，パネル毎の軸

力比を適切に評価する必要があると考えられる． 
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図 3 軸力比の鉛直分布 
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図 4 頂部加速度と軸力比の関係 
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